
新日鉄住金のネットワーク

国内生産拠点及び研究開発拠点

01. 鹿島製鉄所（茨城県）
粗鋼生産量 715万トン
従業員数 2,781名
主要製品 薄板、厚板、形鋼、鋼管

02. 君津製鉄所（千葉県）
粗鋼生産量 907万トン
従業員数 3,521名
主要製品 薄板、厚板、線材、形鋼、鋼管

03. 名古屋製鉄所（愛知県）
粗鋼生産量 646万トン
従業員数 3,006名
主要製品 薄板、厚板、鋼管

04. 和歌山製鉄所（和歌山県）
粗鋼生産量 416万トン
従業員数 1,197名
主要製品 鋼管、薄板

05.広畑製鉄所（兵庫県）
粗鋼生産量 63万トン
従業員数 1,255名
主要製品 薄板

06. 八幡製鉄所（福岡県）
粗鋼生産量 355万トン
従業員数 2,778名
主要製品 薄板、形鋼、軌条、鋼管

07. 大分製鉄所（大分地区）（大分県）
粗鋼生産量 982万トン
従業員数 1,987名
主要製品 薄板、厚板

08. 大分製鉄所（光地区）（山口県）
主要製品 鋼管、チタン

09. 室蘭製鉄所（北海道）
粗鋼生産量 143万トン
従業員数 584名
主要製品 棒鋼、線材
* 高炉は1994年に北海製鉄（株）に移管

10. 釜石製鉄所（岩手県）
従業員数 226名
主要製品 線材

11. 小倉製鉄所（福岡県）
粗鋼生産量 124万トン
従業員数 1,059名
主要製品 棒鋼、線材

12. 堺製鉄所（大阪府）
従業員数 324名
主要製品 形鋼

13. 東京製造所（東京都）
従業員数 113名
主要製品 鋼管

14. 尼崎製造所（兵庫県）
従業員数 638名
主要製品 鋼管

15. 製鋼所（大阪府）
粗鋼生産量 4万トン
従業員数 1,062名
主要製品  鉄道車輪・車軸、

クランクシャフト

16. 直江津製造所（新潟県）
従業員数 198名
主要製品 ステンレス、チタン

REセンター（富津）（千葉県）

尼崎研究開発センター（兵庫県）

波崎研究開発センター（茨城県）
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※粗鋼生産量は2012年度、従業員数は2013年3月31日現在。

高炉

冷鉄源溶解炉

68 イントロダクション セグメント別成果と見通し 財務情報成長を支える基盤



事業所一覧：国内

事業所一覧：海外

本社

〒100-8071

東京都千代田区丸の内二丁目6番1号

Tel：03-6867-4111 （代表）

Fax：03-6867-5607

支社・支店及び営業所

　千葉営業所

　横浜営業所

　長野営業所

大阪支社

北海道支店

　室蘭営業所

東北支店

　青森営業所

　秋田営業所

　盛岡営業所

　釜石営業所

　北上営業所

新潟支店

北陸支店

茨城支店

名古屋支店

　静岡営業所

　浜松営業所

中国支店

四国支店

九州支店

　長崎営業所

　大分営業所

　南九州営業所

　沖縄営業所

NIPPON STEEL & SUMITOMO METAL U.S.A.社

（本店：ニューヨーク）

　シカゴ事務所

　ヒューストン事務所

　シカゴ事務所メキシコ駐在

NIPPON STEEL & SUMITOMO METAL 

Empreendimentos Siderurgicos社

（本店：サンパウロ）

　ベロオリゾンテ事務所

欧州事務所（デュッセルドルフ）

　ロンドン駐在

　ドバイ駐在

NIPPON STEEL & SUMITOMO METAL 

Australia社（本店：シドニー）

　パース駐在

新日鐵住金諮詢（北京）有限公司（本店：北京）

　上海分公司

　広州分公司

NIPPON STEEL & SUMITOMO METAL 

Southeast Asia社（本店：シンガポール）

　ジャカルタ駐在

NIPPON STEEL & SUMITOMO METAL 

（Thailand）社（本店：バンコク）

NIPPON STEEL & SUMITOMO METAL India社

（本店：ニューデリー）
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沿革

新日本製鉄
2011（平成23）年 住友金属工業（株）との経営統合の検討開始について合意
2006（平成18）年 エンジニアリング事業を分社し新日鉄エンジニアリング

（株）へ承継
新素材事業を分社し新日鉄マテリアルズ（株）へ承継

2003（平成15）年 住友金属工業（株）とステンレス事業を統合し新日鉄住金ス
テンレス（株）を設立

2002（平成14）年 住友金属工業（株）、（株）神戸製鋼所と3社間提携検討委員
会の設置で合意
都市開発事業の全営業を（株）新日鉄都市開発に承継

2001（平成13）年 エレクトロニクス･情報通信事業部と新日鉄情報通信システ
ム（株）を事業統合し新日鉄ソリューションズ（株）を設立

2000（平成12）年 製鉄事業において品種事業部制を導入
1997（平成 9）年 シリコンウェーハ事業部を設置（2004年4月廃止）
1993（平成 5）年 LSI事業部を設置（1999年4月廃止）
1991（平成 3）年 中央研究本部と設備技術本部を統合し技術開発本部を設置

総合技術センターを設置
1987（昭和62）年 エレクトロニクス・情報通信事業本部、新素材事業本部、 

ライフサービス事業部（1992年6月都市開発事業部と統合）
を設置

1986（昭和61）年 エレクトロニクス事業部を設置
1984（昭和59）年 新素材事業開発本部を設置

新日鉄化学（株）発足（新日本製鉄化学工業（株）と日鉄化
学工業（株）との合併）

1974（昭和49）年 エンジニアリング事業本部を設置
1971（昭和46）年 富士三機鋼管（株）を合併

大分製鉄所を設置
1970（昭和45）年 新日本製鉄（株）発足
1968（昭和43）年 八幡製鉄（株）が八幡鋼管（株）を合併
1967（昭和42）年 富士製鉄（株）が東海製鉄（株）を合併し名古屋製鉄所と改称
1965（昭和40）年 八幡製鉄（株）が君津製鉄所を設置
1961（昭和36）年 八幡製鉄（株）が堺製鉄所を設置
1958（昭和33）年 富士製鉄（株）と中部財界とが共同出資で東海製鉄（株）を創立

八幡製鉄（株）が戸畑製造所を設置
1955（昭和30）年 八幡製鉄（株）が光製鉄所を設置
1950（昭和25）年 八幡製鉄（株）（八幡製鉄所）、富士製鉄（株）

（室蘭、釜石、広畑の各製鉄所と川崎製鋼所）がそれぞれ 
発足

住友金属
2012（平成24）年（株）住友金属小倉、（株）住友金属直江津と合併
2011（平成23）年 新日本製鉄（株）との経営統合の検討開始について合意
2008（平成20）年 チタン事業を会社分割し、（株）住友金属直江津に継承
2003（平成15）年 ステンレス事業を会社分割し、新日鉄住金ステンレス（株）

を設立
和歌山製鉄所上工程部門を会社分割し、（株）住金鋼鉄和
歌山を設立

2002（平成14）年 新日本製鉄（株）、（株）神戸製鋼所と3社間提携検討委員会
の設置で合意
シリコンウエーハ事業を（株）シリコンユナイテッドマニュ
ファクチュアリング（現SUMCO）に譲渡

2000（平成12）年 小倉製鉄所を（株）住友金属小倉に専業会社化
直江津製造所を（株）住友金属直江津に専業会社化

1998（平成10）年 住友シチックス（株）と合併
1994（平成 6）年 鹿島ステンレス鋼板製造所を鹿島製鉄所に統合
1992（平成 4）年 日本ステンレス（株）と合併（直江津製造所、鹿島ステンレ

ス鋼板製造所を設置）
1990（平成 2）年 エレクトロニクス事業部発足
1988（昭和63）年 鋼管製造所（海南）を和歌山製鉄所に統合
1980（昭和55）年 住友海南鋼管（株）を合併（海南鋼管製造所を設置）
1977（昭和52）年 エンジニアリング本部を設置
1974（昭和49）年 波崎研究センターを開設（現 波崎研究開発センター）
1968（昭和43）年 鹿島製鉄所を開設
1966（昭和41）年 海南鋼管（株）を設立
1963（昭和38）年 磁鋼、電子材料製造部門を分離し、住友特殊金属（株）設立
1961（昭和36）年 航空機器事業部門を分離し、住友精密工業（株）を設立
1959（昭和34）年 伸銅、アルミニウム圧延部門を分離し、住友軽金属工業（株）

を設立
中央技術研究所を開設（現 尼崎研究開発センター）

1953（昭和28）年 小倉製鋼（株）を合併し、小倉製鉄所を設置
1952（昭和27）年 住友金属工業（株）に商号復帰
1950（昭和25）年 製陶部門を分離し、鳴海製陶（株）を設立
1949（昭和24）年 新扶桑金属工業（株）を設立（会社設立）

2012（平成24）年 10月1日、新日鉄住金（株）が発足
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投資家情報（2013年3月31日現在）

本社
〒100-8071

東京都千代田区丸の内二丁目6番1号

電話： 03-6867-4111（代表）

URL： http://www.nssmc.com/

設立
1970年3月31日

資本金
419,524百万円

証券コード
5401

発行済株式の総数
9,503,214,022株

発行可能株式の総数
20,000,000,000株

株主数
592,291名

大株主の状況

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　 401,322 4.2

住友商事株式会社 362,616 3.8

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 296,709 3.1

日本生命保険相互会社 288,134 3.0

株式会社みずほコーポレート銀行*1 182,600 1.9

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT–TREATY CLIENTS 175,310 1.8

株式会社三井住友銀行*2 146,470 1.5

明治安田生命保険相互会社 138,977 1.5

株式会社三菱東京UFJ銀行 136,356 1.4

株式会社神戸製鋼所 134,882 1.4

*1  株式会社みずほコーポレート銀行は、上記以外に22,350千株（持株比率0.2%）を退職給付信託設定しています。
*2  株式会社三井住友銀行は、上記以外に66,381千株（持株比率0.7%）を退職給付信託設定しています。
*3  当社所有の自己株式412,382千株（持株比率4.3%）は、持株比率に含まれています。

● 自己株式　4.3%

● その他の法人　15.9%

● 外国法人等　21.0% ● 個人その他　24.4%

● 金融機関　34.4%

所有者別保有割合

上場取引所
東京証券取引所

大阪証券取引所

名古屋証券取引所

福岡証券取引所

札幌証券取引所

株主名簿管理人
三井住友信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

事務取扱所　0120-785-401（フリーダイヤル）
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